
成年後見制度の可能性と課題 
～ 具体の事例を通して考える ～ 
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現場での事例から 
（1） 成年後見制度の申し立て支援等とその費用 
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（2）意思能力があるうちからの後見契約  
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（3）経済的な虐待・搾取と成年後見制度 
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【各種制度の概要】

1. 任意後見契約

●現在は元気で支障はないが、将来、判断能力が十分でなくなったときのために、今のうちに信頼で
きる任意後見受任者（将来の任意後見人）と財産管理・身上監護などの支援内容・方法を決めておき、
任意後見契約を公正証書にして結んでおきます。

●将来、判断能力が衰えたときに、任意後見監督人が選任され、その監督のもとで任意後見人によ
る支援が始まります。（※任意後見契約の発効については、8ページを参照）

●上記時期を判断するために、通常は見守り契約（下記）を併用します。

任意後見契約公正証書作成費用
＜手数料＞ 約2万円（公正証書作成手数料1万1千円＋登記手数料など）
＜報酬＞ 約10万円（専門家に公正証書の作成完了まで依頼する場合）
※将来、任意後見を発効する場合は、別途費用が必要となります。
※見守り契約と財産管理契約を併用する場合は、別途その契約費用と月々の報酬が必要です。

費　　用

公正証書は、公証センターに相談し、作成してもらいます。

将来支援をお願いする契約相手は、信頼できる人であれば、親族の方でも専門家で
もよいでしょう。

支  援  者

2. 見守り契約（任意後見契約と併用）

支援する人が本人と定期的に面談や連絡を行い、本人の生活および健康状態を把握して、任意後見
の開始時期を相談したり、判断してもらう契約です。任意後見が始まると本契約は終了します。

契約相手は、信頼出来る人であれば、親族の方でも専門家でもよいでしょう。
任意後見契約と併用する場合は、同じ人と契約するのがよいでしょう。

支  援  者

費　　用
＜契約書作成などの費用＞ 約15万円（専門家に任意後見契約の作成とあわせて依頼した場合）

＜定期的な報酬＞ 約5千円～／月（専門家に依頼した場合）

※「費用」については、弁護士・司法書士・社会福祉士などの専門職の違いにより、また、
依頼する職務内容・範囲・難易度に応じて異なります。本文中に示した金額は、あくまで
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